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新たな保育の仕組みの概要

 
（社会保障審議会少子化対策特別部会

 

第１次報告（平成21年2月24日））
○

 

｢次世代育成支援のための新たな制度体系｣のさらなる検討に向け、保育を中心に議論の中間的なとりまとめを行うもの。

現在の保育が抱える課題現在の保育が抱える課題
【都市部の課題】
○

 

保育需要の飛躍的増大（大きな潜在需要）
←

 

現行制度は、行政が、財政状況等も勘案して保育の量を決める仕

 
組み。（①都道府県認可(参入判断)に裁量有り、②市町村の保育実施義

 
務に例外有り、子どもの保育を個別に保育所へ委託）

新たな保育の仕組み新たな保育の仕組み

 

※※実現には財源確保が不可欠。国･地方を通じ公的責任強化。実現には財源確保が不可欠。国･地方を通じ公的責任強化。

○

 

今後、本報告を踏まえ、｢包括性･体系性｣｢普遍性｣｢連続性｣を備えた新たな制度体系の具体化に向け、税制改革の動向も踏まえながら、
検討を続けていく。

【地方部の課題】
○

 

人口減少地域における保育機能の維持
←

 

現行制度は、定員が少ないと十分な財政支援が受けられず。
・

 

認可保育所は原則定員60人以上。条件付でも定員20人以上。

【共通する課題】
○

 

保育需要の深化・多様化（働き方の多様化・親支援やすべての子育て家庭の支援の必要性）
←

 

一方、保育の必要性の判断基準(「保育に欠ける要件」)に地域格差。専業主婦を含めたすべての家庭への子育て支援も弱い。

利用者 保育所

市町村が客観的基準で認定
・保育の必要性・量

 

／

 

・優先的利用確保の要否（母子家庭等）
※保育所決定とは独立。需要の顕在化

公的保育契約

○

 

認定の基本事項は、国が基準設定。

○

 

パート､早朝･夜間､求職者､同居親族がいる場合でも必要性認定。

○

 

専業主婦も一定量の一時預かり保障。

【参入】
都道府県が最低基準で客観的判断（指定制を基本としつつ検討）

【施設整備】
減価償却費相当額を運営費上乗せを検討。

（集中的整備促進等の補助は維持。）

※

 

認可外保育施設には、経過的な財政支援により質の底上げ。

例外ない保育保障
｢質｣を確保し｢量｣を拡充

応諾義務・優先受入義務公定価格（保育料は所得に十分配慮）

小規模サービス類型、多機能型の創設

市町村の公的保育の保障のための実施責務市町村の公的保育の保障のための実施責務
（①必要な子どもに例外ない保育保障、②質の確保された保育提供体制確保責務、③利用支援責務（利用調整等）、④保育費用の支払義務）
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次世代育成支援のための新たな制度体系の検討について

○

 

国民の結婚・出産・子育てに関する希望と現実の乖離を解決するためには、「就労」と「結婚・出産・子育て」の二者択一
構造の解決が不可欠であり、①働き方の改革による｢仕事と生活の調和｣の実現と、②仕事と子育ての両立、家庭における
子育てを支援する社会的基盤の構築の２つの取組を「車の両輪」として取り組むことが必要。

○

 

このため、仕事と生活の調和の実現と、希望する結婚・出産・子育ての実現を支える給付・サービスを、体系的・普遍的
に提供し、必要な費用について、次世代の負担とすることなく、国・地方公共団体・事業主・個人の負担・拠出の組合わせ
によって支える具体的な制度設計の検討に直ちに着手の上、税制改革の動向を踏まえつつ速やかに進めるべき。

○

 

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を踏まえ、社会保障審議会に少子化対策特別部会を設置（平成19年12月）。

平成２０年３月より新たな制度設計に向けた検討を開始。

 

（※3月までは重点戦略で示された｢先行して取組むべき課題」について検討。）

○

 

平成２０年５月２０日に新たな制度設計に向けた「基本的考え方」をとりまとめ。

社会保障審議会 少子化対策特別部会における検討

（社会保障審議会

 

少子化対策特別部会

 

委員構成）
岩

 

渕

 

勝

 

好

 

東北福祉大学教授
岩

 

村

 

正

 

彦

 

東京大学大学院法学政治学研究科教授
内

 

海

 

裕

 

美

 

吉村小児科院長
大

 

石

 

亜希子

 

千葉大学法経学部准教授
大日向

 

雅

 

美

 

恵泉女学園大学大学院教授
清 原 慶 子

 

三鷹市長
駒

 

村

 

康

 

平

 

慶應義塾大学経済学部教授
佐

 

藤

 

博

 

樹

 

東京大学社会科学研究所教授
篠

 

原

 

淳

 

子

 

日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局局長

庄

 

司

 

洋

 

子

 

立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科教授
杉

 

山

 

千

 

佳

 

有限会社セレーノ代表取締役
野

 

呂

 

昭

 

彦

 

三重県知事
福

 

島

 

伸

 

一

 

日本経済団体連合会少子化対策委員会企画部会長
宮

 

島

 

香

 

澄

 

日本テレビ報道局記者
山

 

縣

 

文

 

治

 

大阪市立大学生活科学部教授
山

 

本

 

文

 

男

 

福岡県添田町長
吉

 

田

 

正

 

幸

 

有限会社遊育代表取締役
（五十音順

 

敬称略）

○

 

同年９月より議論を再開し、「基本的考え方」に基づき、具体的制度設計を本格的に開始。
○

 

１２月９日に、保育制度のあり方を中心とする「第１次報告」（案）を提示。
○

 

平成２１年２月２４日に第１次報告のとりまとめ。
○

 

第１次報告のとりまとめ後も引き続き、更なる詳細設計を続ける予定。

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成19年12月少子化社会対策会議決定）
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３

 

中間報告後の議論

（４）

 

少子化対策の意義と課題
少子化問題は、将来の我が国の経済成長や、年金をはじめとする社会保障全体の持続可能性の根幹にかかわるという点で、

最優先で取り組むべき「待ったなし」の課題である。
本年６月の中間とりまとめでは、少子化対策は、将来の担い手を育成する「未来への投資」として位置付け、就労と結婚・

出産・育児の「二者択一構造」の解決を通じた「希望と現実の乖離」の解消を目指し、①仕事と生活の調和、②子育て支援の
社会的基盤の拡充を「車の両輪」として取り組むことが重要としている。

あわせて、我が国の家族政策関係支出が諸外国に比べて非常に小さいことから、「国が責任をもって国・地方を通じた財源の
確保を図った上で、大胆かつ効率的な財政投入を行い、サービスの質・量の抜本的な拡充を図るための新たな制度体系を構築
することが必要不可欠」とされている。

（５）

 

新たな制度体系構築に向けた基本的視点
中間とりまとめで指摘した「新たな制度体系の構築」に関して、保育サービスのあり方や育児休業制度の見直しについては、

すでに専門の審議会において、年末に向けて議論が始まっているところであるが、今後の議論に反映させていくため、以下のよう
に課題を整理した。

①

 

仕事と子育ての両立を支えるサービスの質と量の確保等
新たな制度体系構築に際しては、潜在的な保育サービス等の需要に対し、速やかにサービス提供されるシステムとすること

が必要。
働き方の多様化、子育て支援ニーズの深化・多様化を踏まえ、提供者視点ではなく、子どもや親の視点に立った仕組とする

ことが重要であり、良質なサービスをきちんと選べる仕組とする必要がある。また、病児保育などの多様なニーズへの対応も
課題。サービス量の抜本的拡充のためにも、
・

 

ニーズの多様化に対応した保育の必要性の判断の仕組（「保育に欠ける」という要件の見直し）
・

 

サービスが必要な人が安心して利用できるような保障の強化（権利性の明確化）を図り、保育所と利用者が向き合いながら、
良質で柔軟なサービス提供を行う仕組

・

 

民間活力を活用する観点からの多様な提供主体の参入
・

 

一定の質が保たれるための公的責任のあり方
といった見直しの視点を踏まえつつ、専門の審議会において議論を深めていく必要がある。

社会保障国民会議 最終報告（平成20年11月4日）

 
（抜粋）
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（５）

 

新たな制度体系構築に向けた基本的視点
①

 

仕事と子育ての両立を支えるサービスの質と量の確保等（続き）

放課後児童対策について、制度面・予算面とも拡充する必要。
身近な地域における社会的な子育て支援機能の強化が必要。
育児休業制度については、短時間勤務制度など柔軟な働き方を支援することが重要。あわせて、男性（父親）の長時間労働

の是正や育児休業の取得促進などの働き方の見直しが必要。その際、企業経営者の意識改革とともに、企業内保育施設設置
に対する支援も含め、企業にインセンティブを与えるような仕組も重要。
縦割り行政を廃し、サービスを実施する市町村における柔軟な取組を可能とすることが必要。

②

 

すべての家庭の子育て支援のあり方
新たな制度体系の構築に当たっては、育児不安を抱える者への対応など、すべての子育て家庭に対する支援をより拡充する

ことが必要。
安心して子どもを産むことができるための妊娠・出産期の支援の拡充が必要。
母子家庭への支援、社会的養護を必要とする子どもや障害児など特別な支援を必要とする子どもに対する配慮が必要。
地域住民、NPO、企業など、多様な主体の参画・協働により、地域の力を引き出すことが必要。

③

 

国民負担についての合意形成
少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の根幹にかかわる政策であり、その位置付けを明確にした上で、効果的な

財源投入を行うことが必要。
国民の希望する結婚、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要額は、昨年末、「子どもと家族を応援する日本」

重点戦略会議報告において、1.5兆円～2.4兆円と推計されているところ。
また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のためのコスト、社会的養護など特別な支援を

必要とする子ども達に対するサービスの充実に要するコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実
も、緊急性の高い保育をはじめとするサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討すべき。

少子化対策は「未来への投資」として、国、地方公共団体、事業主、国民が、それぞれの役割に応じ、費用を負担していくよう、
合意形成が必要。
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（放課後子どもプラン）

次世代育成支援に関係する制度の現状

放課後子ども教室
（18年度までは地域子ども教室推進

事業、文部科学省）

０歳 青少年期６歳３歳１歳

地域子育て支援

保 育
放課後児童

９歳

放課後
児童クラブ

幼 稚 園

勤務時間短縮等の措置

働 き 方

（文部科学省）

経済的支援

児 童 手 当

育児休業給付

母子保健事業

出産手当金

出産育児
一時金

（努力義務）

（8,318か所、参加子ども数2,109万人（延べ））
（13,626か所、167万人）

（20.5.1現在）

（17,583か所、79.5万人）

 
（20.5.1現在）

小学校卒業まで
第1子、第2子月額5,000円、第3子以降月額10,000円

（3歳未満については第1子から月額10,000円）

1出産児に対して35万円

（分娩費用等に充当）

休業取得期間に対して休業前賃金の40% 
（19年10月からは50%）が支給

標準報酬日額の
3分の2が支給

育児休業

母性健康管理、
母性保護

子どもが満1歳まで（保育所に入所できない

 

場合等は最大1歳半まで）取得可

産前6週、産後8週
（勤務させることが禁止）

通院のための休暇、通勤緩和、時

 

間外労働等の制限など
短時間勤務、フレックスタイム、始業・就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、
託児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け

産前産後
休業

（認定こども園 229か所（20.4.1現在）

 

）

母子健康手帳交付
妊婦健診

乳幼児健診（（３ヶ月）・１歳半・３歳）／母子保健指導

全戸訪問 育児支援家庭訪問

認可外保育施設・事業所内託児施設等 （7,249箇所18万人（19.3現在））

家庭的保育事業

 

／

 

病児・病後児保育

・トワイライトステイ事業（301か所）
・ショートステイ事業（584か所）

・ファミリー･サポート･センター

 

（540か所）
（H19年度交付決定ベース）

社会的養護に関する事業

 

（乳児院121か所・児童養護施設564か所等）（H19.10.1現在）

児童館

 

4,718か所（H18.10)

母子保健

社会的養護

･･･負担金（義務的経費）

･･･補助金（裁量的経費）

･･･一般財源化・社会保険等

延長保育・休日夜間保育・特定保育

地域の各種子育て支援
・一時預かり事業（7,214か所）

・地域子育て支援拠点（4,409か所）
（H19年度交付決定ベース）

※実線は一般会計、波線は特別会計

認可保育所 （22,909か所、202万人）（20.4.1現在）
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Ⅲ

 
すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組

○ 地域の子育て基盤となる取組の面的な推進
・望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実

 

・全市町村で生後4か月までの全戸訪問が実施
・全小学校区に面的に地域子育て支援拠点が整備

 

・全小学校区で放課後子ども教室が実施（「放課後子どもプラン」）

○ 働いているいないにかかわらず一定の一時預かりサービスの利用を支援
・

 

未就学児について月20時間（保育所利用家庭には月10時間）の一時預かり利用に対して助成

Ⅱ

 
すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付・サービス

○ 未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）
・ 第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38%→55%）に対応した育児休業取得の増加
・

 

0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31%→56%）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20%→38%、年間5日

 
の病児・病後児保育利用）

・

 

スウェーデン並みに女性の就業率（80%）、保育（3歳未満児）のカバー率（44%）が上昇、育児休業や保育の給付水準を充実した

 
場合も推計

○ 学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援
・

 

放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19.0% → 60%）

Ⅰ

 
親の就労と子どもの育成の両立を支える支援

関連社会支出額（19年度推計）

 

約1兆3,100億円

 

追加的に必要となる社会的コスト

 

＋1兆800億円～2兆円

関連社会支出額（19年度推計）

 

約2兆5,700億円

 

追加的に必要となる社会的コスト

 

＋2,600億円

関連社会支出額（19年度推計）

 

約4,500億円

 

追加的に必要となる社会的コスト

 

＋1,800億円

子育て支援サービス等の拡充に必要な社会的なコスト
 （2007年12月

 

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議）

児童・家族関連社会支出額（19年度推計）

約4兆3,300億円
（対GDP比0.83% 欧州諸国では2～3%）

推計追加所要額

 
1.5～2.4兆円

（Ⅰ

 

約1兆800億円～2兆円

 

Ⅱ 2,600億円

 

Ⅲ 1,800億円）

（参考）

 

※社会保障国民会議による少子化対策の追加公費額
＝

 

１．６～２．５兆円（消費税率0.4～0.6%)(2025年)
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持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」
（平成２０年１２月２４日閣議決定）（抜粋）

Ⅱ．国民の安心強化のための社会保障安定財源の確保

２．安心強化と財源確保の同時進行
国民の安心強化と持続可能で質の高い「中福祉」の実現に向けて、年金、医療及び介護の社会保障給付

や少子化対策について、基礎年金の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・
サービスの強化など機能強化と効率化を図る。このため、別添の工程表で示された改革の諸課題を軸に制
度改正の時期も踏まえて検討を進め、確立・制度化に必要な費用について安定財源を確保した上で、段階
的に内容の具体化を図る。

Ⅲ．税制抜本改革の全体像

２．税制抜本改革の基本的方向性
(1) 個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の観点から、各種控除や税率構造を

見直す。最高税率や給与所得控除の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げるとともに、給
付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子育て等に配慮して中低所得者世
帯の負担の軽減を検討する。金融所得課税の一体化を更に推進する。

(3)

 

消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを明らかにする観点から、消費税の全
額がいわゆる確立・制度化された年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に充てられることを
予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。その際、歳出面も合わせた視点に立っ
て複数税率の検討等総合的な取組みを行うことにより低所得者の配慮について検討する。

(7) 地方税制については、地方分権の推進と、国・地方を通じた社会保障制度の安定財源確保の観点か
ら、地方消費税の充実を検討するとともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在性が
小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。
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少子化対策の工程表
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 （~2025）

仕事と子育ての
両立を支える
サービスの質と
量の確保

すべての家庭に
対する子育て支
援の強化

子育て支援サー
ビスを一元的に
提供する新たな
制度体系の構築

「安心子ども基金」
の設置

「安心子ども基金」の設置

・「安心子ども基金」による保育
サービスの集中重点整備

・放課後児童クラブの緊急整備
・妊婦健診公費負担の拡充

 

など

・保育所整備に加え、保育サービス
提供手段の多様化（家庭的保育、
小規模保育等）、供給拡大
・一時預かりの利用助成と普及
・訪問支援事業や地域子育て支援
拠点の基盤整備

 

など

・育児・介護休業法の見直し

・児童福祉法、次世代法の改正

新たな制度体系の制度設計の検討 法制化

新制度体系
スタート

新制度へのステップとなる制度改正

「生活対策」、「５つの安心プラン」に
基づくサービス基盤整備（2008~10）

新たな制度体系の下での給付・
サービスの整備

新たな制度体系の創設をにらんだ
サービス基盤緊急整備

○すべての子ども・子育て家庭に必要な
給付・サービスを保障
・休業中－所得保障（出産前後の継続
就業率55%
・働きに出る場合－保育サービス（3歳
未満児保育利用率38～44%（フランス、スウェーデン並み）

→両給付は統合又は選択・併用可能に
（シームレス化）

・働いていない場合－月20時間程度の一

時預かりの利用を支援
・学齢児－放課後児童クラブ（低学年利用
率60%
→「小１の壁」の解消

2015年の姿

少子化社会対策大綱
子ども･子育て応援プラン
次世代育成支援法に基づく

前期行動計画
(2005～2009年度の5年間)

新しい少子化社会対策大綱（仮称）
新しい子ども・子育て応援プラン（仮称）

次世代育成支援法に基づく後期行動計画
（2010～2014年度の５年間）

ゼロから考える少子化対策PT
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